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公
営
企
業
と
特
別
会
計
の

公
債
費
へ
の
一
般
会
計
か
ら

の
繰
出
金
や
、
一
部
事
務
組

合
の
公
債
費
へ
の
負
担
金
、

数
年
度
に
ま
た
が
っ
て
行
わ

れ
る
事
業
の
支
出
の
う
ち
公

債
費
に
準
ず
る
も
の
な
ど
の

総
額
が
一
般
財
源
に
占
め
る

割
合
。
平
成
１８
年
度
は
２１.

５
％
。１８
％
以
上
の
団
体
は
、

地
方
債
の
発
行
に
県
の
許
可

が
必
要
。

■
実
質
公
債
費
比
率

20.3
％

市
債
と
は
市
の
借
入
金
の

こ
と
。
そ
の
残
高
は
、
平
成

１７
年
度
が
３
５
４
億
５
１
２

９
万
円
、
平
成
１８
年
度
が
３

５
１
億
４
８
１
８
万
円
、
平

成
１９
年
度
が
３
３
６
億
１
６

７
３
万
円
と
、
年
々
減
少
傾

向
に
あ
る
。

新
規
の
借
り
入
れ
を
抑
制

し
て
い
る
た
め
、
残
高
は
減

少
し
て
い
る
。

■
市
債
の
残
高

336
億円

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判

断
す
る
指
標
。
比
率
が
低
い

ほ
ど
弾
力
性
が
大
き
い
こ
と

を
示
す
。
つ
ま
り
、
人
件
費

や
扶
助
費
、
公
債
費
な
ど
の

経
常
的
な
経
費
に
、
市
税
や

普
通
交
付
税
な
ど
を
中
心
と

す
る
経
常
的
な
一
般
財
源
が

ど
の
程
度
充
当
さ
れ
て
い
る

か
を
表
す
比
率
。
平
成
１８
年

度
決
算
で
、
９７.

５
％
。

■
経
常
収
支
比
率

95.8
％

市
債
の
残
高
や
数
か
年
渡

っ
て
行
う
事
業
、
退
職
手
当

の
額
な
ど
に
、
市
と
総
社
広

域
環
境
施
設
組
合
、
市
土
地

開
発
公
社
が
将
来
的
に
負
担

す
る
実
質
的
な
負
担
を
合
計

し
た
額
が
、
通
常
の
行
政
活

動
を
行
う
た
め
に
必
要
な
財

源（
標
準
財
政
規
模
）に
占
め

る
割
合
。
３
５
０
％
が
財
政

の
早
期
健
全
化
の
基
準
。
今

は
大
き
く
下
回
っ
て
い
る
。

■
将
来
負
担
比
率

146.9
％

実
質
赤
字
比
率
は
、
一
般

会
計
と
総
社
駅
南
地
区
土
地

区
画
整
理
事
業
費
特
別
会
計

が
対
象
。
連
結
実
質
赤
字
比

率
は
、
一
般
会
計
と
特
別
会

計
、
企
業
会
計
の
全
て
が
対

象
。
対
象
と
な
る
会
計
が
い

ず
れ
も
黒
字
決
算
の
た
め
、

該
当
し
て
い
な
い
（
数
値
化

さ
れ
な
い
）。

■
実
質
赤
字
比
率

■
連
結
実
質
赤
字
比
率

該当
なし

▼
一
般
会
計
の
総
額
は
減

一
般
会
計
に
入
っ
て
き
た
お
金
（
歳
入
）
は
約
２
３

２
億
２
０
０
０
万
円
、
使
っ
た
お
金
（
歳
出
）
は
約
２

２
５
億
６
０
０
０
万
円
。
差
し
引
き
約
６
億
６
０
０

０
万
円
で
す
。
年
度
内
に
完
了
し
な
か
っ
た
事
業
費

１
億
４
０
０
０
万
円
を
平
成
２０
年
度
に
繰
り
越
し
た

た
め
、
黒
字
額
は
約
５
億
２
０
０
０
万
円
で
す
。

歳
入
の
総
額
は
、
平
成
１８
年
度
決
算
と
比
較
し
約

５
億
２
０
０
０
万
円
の
減
。
税
源
移
譲
や
景
気
の
回

復
な
ど
で
、
市
税
が
約
９
億
７
０
０
０
万
円
（
１３
％
）

増
え
た
一
方
で
、
地
方
譲
与
税
が
約
５
億
１
０
０
０

万
円
（
△
５８.

６
％
）、
地
方
交
付
税
が
約
２
億
３
０
０

０
万
円
（
△
３.

７
％
）、
繰
越
金
が
約
３
億
３
０
０
０

万
円
（
△
３２.

９
％
）
の
減
と
な
っ
た
た
め
で
す
。

歳
出
面
で
も
同
様
に
、
総
額
が
約
５
億
１
０
０
０

万
円
の
減
。
借
入
金
の
償
還
（
公
債
費
）
は
約
２
億
６

０
０
０
万
円
（
８.

４
％
）
増
加
。
職
員
数
の
適
正
管

理
な
ど
に
よ
り
人
件
費
が
約
３
億
３
０
０
０
万
円
（
△

６.

３
％
）、
普
通
建
設
事
業
が
約
２
億
４
０
０
０
万
円

（
△
９.

９
％
）
の
減
で
す
。

特
別
会
計
や
公
営
企
業
会
計
に
つ
い
て
は
、
左
㌻

の
表
の
と
お
り
で
、
公
営
企
業
会
計
の
水
道
事
業
会

計
以
外
の
会
計
は
す
べ
て
黒
字
決
算
で
す
。

▼
引
き
続
き
慎
重
な
財
政
運
営

財
政
状
況
の
指
標
と
し
て
、
左
㌻
で
実
質
公
債
費

比
率
や
将
来
負
担
比
率
な
ど
の
健
全
化
判
断
比
率
を

紹
介
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
か
ら
、
す
ぐ
に
市
の
財

政
が
行
き
詰
ま
る
こ
と
は
な
い
と
見
込
ま
れ
ま
す
。

し
か
し
、
従
来
か
ら
継
続
実
施
し
て
い
る
総
社
駅

南
地
区
土
地
区
画
整
理
事
業
や
公
共
下
水
道
の
整
備

な
ど
の
大
規
模
事
業
に
加
え
、
清
音
神
在
本
線
改
良

事
業
、
学
校
施
設
の
耐
震
化
な
ど
を
進
め
て
い
く
た

め
に
は
、
今
後
も
多
額
の
財
源
が
必
要
で
す
。
ま
た
、

景
気
の
後
退
に
よ
る
市
税
の
減
収
や
合
併
特
例
の
終

了
に
よ
る
地
方
交
付
税
の
減
額
、
市
の
貯
金
で
あ
る

基
金
残
高
の
減
少
な
ど
、
先
行
き
が
不
透
明
な
と
こ

ろ
も
多
く
あ
り
ま
す
。
引
き
続
き
、
着
実
な
行
財
政

改
革
を
進
め
、
慎
重
な
財
政
運
営
に
努
め
ま
す
。

（注）
（

）
内
は
△
マ
イ
ナ
ス
を
示
す

会　 計 名 歳　　入 歳　　出 差　引
●一般会計 232億1953万円 225億6229万円 6億5724万円

●特別会計

国民健康保険 63億9850万円 58億3790万円 ５億6060万円

老人保健 61億4236万円 61億4193万円 43万円

介護保険 39億4212万円 37億4829万円 １億9383万円

農業集落排水事業費 ５億4734万円 ５億4706万円 28万円

国民宿舎事業費 ８億6764万円 ８億6555万円 209万円

総社駅南地区土地区画整理事業費 ８億2681万円 ７億8880万円 3801万円

公共下水道事業費 31億7744万円 31億7198万円 546万円

合　　　　計 219億221万円 211億151万円 ８億70万円

●公営企業会計

水道事業 ９億1484万円 ９億5105万円 －3621万円

工業用水道事業 6200万円 2462万円 3738万円

◆各会計の決算状況

自主財源
48.2％

依存財源
51.8％

市税
84億2872万円
36.3％

市税
84億2872万円
36.3％

諸収入
7億5035万円
3.2％
繰越金
6億6696万円
2.9％

その他（自主財源）
8億7771万円
3.8％

地方交付税
61億3127万円
26.4％

国庫支出金
21億4429万円
9.2％

県支出金県支出金
1212億43024302万円万円
5.45.4％

県支出金
12億4302万円
5.4％

その他（依存財源）
13億3234万円
5.7％

歳入

歳出
使ったお金

入ってきたお金

民生費
53億6458万円
23.8％

総務費
31億3201万円
13.9％

土木費
28億6887万円
12.7％

公債費
33億1757万円
14.7％

教育費
29億456万円
12.9％

教育費
29億456万円
12.9％12.9％

衛生費
21億8161万円
9.7％

農林業費
11億8345万円
5.2％

消防費
10億286万円
4.4％

商工費
2億3349万円
1.0％

議会費
2億4421万円
1.1％

その他
1億2908万円
0.6％

繰入金
4億6918万円
2.0％

市債
11億7569万円
5.1％

225億6229万円

232億1953万円

【用語の解説】
●地方交付税……一定の行政サービスが受けられるよう国から配分されるお金
●国庫（県）支出金……国（県）からの委託金や補助金、負担金など
●市債……市の借入金。歳出の公債費は、その返済に充てるお金

一般会計は２２５億６０００万円を支出

約約５５億億２００２００００万円万円の黒字決の黒字決算算
健全化判断比率を公表

グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算グラフや指標で見る決算

約
資
金
不
足
額
を
料
金
収
入

な
ど
の
収
益
と
比
較
し
て
指

標
化
す
る
率
の
こ
と
。
公
共

下
水
道
事
業
費
特
別
会
計
、

農
業
集
落
排
水
事
業
費
特
別

会
計
、
国
民
宿
舎
事
業
費
特

別
会
計
の
３
つ
の
特
別
会
計

と
、
水
道
事
業
会
計
と
工
業

用
水
道
事
業
会
計
の
２
つ
の

企
業
会
計
が
対
象
。
対
象
と

な
る
会
計
が
い
ず
れ
も
黒
字

決
算
の
た
め
、
該
当
し
て
い

な
い
（
数
値
化
さ
れ
な
い
）。

■
資
金
不
足
比
率

該当
なし

臨
時
財
政
対

策
債
を
除
く

（

）

9 Soja City Public Relations, 2008.11




